
 

 

請  願  文  書  表 

（令和７年５月30日） 

受 理 番 号 ・ 受 理 

年 月 日 及 び 件 名 

請願第７号（７．５．21） 

 地方消費者行政維持・強化のための施策を要請する意見書提出を求め

る請願 

請 願 の 要 旨 消費生活相談件数は年々増加しており、高齢者の相談件数が大きな割合

を占め、被害態様についても多様化・高度化している。この問題に対応す

るためには、地方公共団体の相談体制の維持・拡充が重要である。 

国は地方に対する支援策として補助率10割の地方消費者行政推進交付金

を措置したが、2017年に自治体毎の活用期限が定められ、2018年度以降は

原則２分の１補助の地方消費者行政強化交付金（以下「強化交付金」）に

移行し、活用期限もそのまま引き継がれた。各自治体の活用期限が迫って

おり（2024～2025年度に多くの自治体、2027年度に全ての自治体が終

了）、強化交付金が終了すると、相談窓口の維持や交付金で実施してきた

事業の継続が困難となり、縮小される可能性が高いと予想される。 

国はＰＩＯ－ＮＥＴ刷新及び消費生活相談のデジタル化を進めている

が、地方公共団体に多大な経済的負担を生じることが危惧される。ＰＩＯ

－ＮＥＴ情報は、国の法執行の端緒や立法政策の根拠となるものであって

国の事務の性質を有する消費者行政費用と言える。 

地方公共団体が担っている消費生活相談情報の聴取及びＰＩＯ－ＮＥＴ

登録事務等は、国と地方公共団体相互の利害に関係がある事務であって、

国全体の消費者被害防止の意義を有する事務として円滑な運営を推進する

必要があるものである。 

 よって、国に対し、国民生活の安心安全を担う地方消費者行政が安定的

に遂行されるよう以下の施策を求める意見書を提出するよう請願する。 

１．地方消費者行政推進事業に対する地方消費者行政強化交付金の交付期

限を相当期間延長すべきであり、少なくとも、同交付金と同様に消費生

活相談員の人件費にも充てることができる交付金等の財源支援を早急に

措置すること。 

２．ＰＩＯ－ＮＥＴ刷新及び消費生活相談のデジタル化において地方公共

団体に生じる費用を国において措置すること。 

３．消費生活相談情報の聴取及びＰＩＯ－ＮＥＴ登録事務等について、地

方財政法第10条を改正して国の恒常的な財政措置を検討すること。 
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